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事業２

事業３

施設提供事業

人的支援事業

　

設　立
目　的

 
国立研究所筑波大学等の移転により形成された筑波研究学園都市の持つポテンシャル（研究所所有
シーズ等）を利用して県政の柱でもある地域経済活性化新事業創出を図ることを目的に昭和６３年２月
県の出資により第三セクターとして設立され平成元年７月本社事業所をつくばに開設した。
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出資法人等経営評価書（企業会計用）

平成１７年７月１日現在

　

　

株式会社つくば研究支援センター
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県ＯＢ 県派遣　

株式会社常陽銀行

千円

232,809

内　　　　　　　　　　　　容

ベンチャー企業中小企業等に施設を提供することで公
的研究所大学との共同研究や新事業新規起業を促進
する。

68団体

千円

つくばビジネススクールや各種セミナーを通じてベン
チャー企業を育成するとともに国の競争的資金確保によ
る共同研究を促進し地域企業の新分野進出を施設提供
事業と両輪となり促進する。
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［収支の状況］ 　
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営業外収益

営業外費用

経常利益
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うち管理費

うち人件費

（単位：千円）
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委託金

1,000 0 0
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［財的関与の状況］

（単位：千円）
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　　計

　

2



委託金

・県インキュベーション施設「つくば創業プラザ」の入居管理業務及び入居者支
援業務：当社ＩＭが様々な相談に対応した。
・バイオメディカル産業拠点形成プロジェクト事業：つくばの知的集積を生かし
た新産業創出を目指しバイオ・ゲノム分野関係者の　意見交換・情報交換を行
い平成１７年度に国の競争的資金に２件応募した。
・つくば都市生活情報化研究支援事業：都市エリア産学官連携促進事業（文部
科学省補助事業）の成果発表会の開催等広く啓発普及を実施した。
・産学官研究交流事業：企業ニーズのヒアリングと新事業計画の提案を調査し
まとめた。
・知的特区産学連携強化事業：８名の産学連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-を配置し技術移転
の円滑化実験装置・機器の受注促進等を行い地域企業の技術力向上を図っ
た。
・知的特区推進事業：県が推進する知的特区計画に新たに盛り込むべき規制
緩和項目を国へ提案するため調査研究を実施して具体的内容をまとめた。
・戦略分野関連産業推進事業：戦略５分野について調査セミナーフォーラムな
どの事業を展開し県内産業の活性化と新産業の育成が図られた。

貸付金
　

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
　

［平成１６年度の補助金等の目的・内容等］
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経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ
情報公開による透明性の確保が適
切か

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

効率性

効率性健全性

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

組織運営の適正性
毎決算確定後当年度
の計画を立案し実行
している。また５年間
の中期計画を立案し
ている。

つくばの研究成果を
活用し新産業の創出
や育成を目的に設
立。当社ではベン
チャー支援インキュ
ベーション事業の強
化産学官連携による
事業化の推進を積極
的に実施するなど
益々当社の存在意
義が高まっている。

○独立法人化後研究機関・大学が独自にインキュベーション施設を設置しベンチャー育
成を開始し当社と競合するなど環境は厳しくなっている。当社としては創業支援策の強化
による他施設との差別化に一層力を入れ安定的利益確保に努めていく。又国の競争的
資金確保による産学官連携による研究開発の推進などを今後とも強化充実していく。

主要な収益源は施設
提供事業。入居率低
下と賃料の下げ圧力
により売上低下。創
業支援策の強化策
により他の競合施設
との差別化を図る。

１５，１６年度県受託に
より知的特区戦略分
野関連事業推進のた
め多数のコーディネー
ターを配置。そのため
人件費比率が高くなり
効率性の悪化となっ
たがこれは事業自体
の性格によるもの。

会社再建計画実施
以降（平成６年以降）
プロパーの新規採用
を行っておらず嘱託
やアルバイトで補
完。事務量の増加や
企業としての継続性
の観点から今期１人
採用予定。有価証券
報告書を電子開示し
ている。

今後の事業展開の方向

《評価の視点》

56.4%53

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題，対策等）］

組織運営の
適正性

計画性

目的適合性

健全性

合計

計画性 目的適合性

28 40

28

94

70.0%

14.3%4

企業会計用
株式会社つくば研究支援センター

警　戒　指　標

満点

8

10

8

得点率

75.0%

100.0%

62.5%

8

31

評点

6

10

5

評価項目数

4

4

4

効率性

［評価総括］

健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性

-200%

-150%

-100%
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0%

50%

100%
計画性

目的適合性

組織運営の適正性健全性

効率性
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［法人を担当する課の意見］

［総合評価］

総合的所見等
に係る対応

  企業の研究開発支援のための施設提供を主な事業としているが，インキュベーション
マネジャーによる支援，関係機関との連携による相談対応，最新の技術講座の運営など
により施設の魅力を高め，他の類似施設との差別化により施設入居率の向上を図るとと
もに，国の競争的資金の積極的な獲得により，安定的な経営の維持と地域産業の活性
化に努めていく。

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

  近隣の研究機関や大学等が当社と同様の機能を有するインキュベーション施設を設置
するなど，厳しい経営環境の中，黒字経営を維持していることは評価できる。
  引き続き，インキュベーション機能の充実を図り，効果的な事業を実施するとともに，国
の競争的資金の獲得や貸室入居率の向上により収入を確保し安定的な経営を維持され
たい。

健全性

法人担当課の意見

組織運営の適正性 効率性取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性

　 　

計画策定，見直しを
適時実施しており，ほ
ぼ計画どおり遂行して
いることを高く評価し
ている。また，１７年度
の事業計画において
も明確な事業計画書
を作成している。

施設の管理運営の
ほか，新事業創出の
促進に関する各種事
業を実施することに
より，創業者や中小
企 業 を 支 援 し て い
る。近年は，産学官
の研究交流の推進を
担う支援機関として
の 役 割 を 担 っ て い
る。

外部からの出向者や
年齢の高い職員が
多いが，今期はプロ
パー職員を採用する
ことにより将来の運
営等の問題に対応す
ることとしている。ま
た，組織の透明性の
確保については，有
価証券報告書の電
子 開 示 を 行 っ て い
る。

取組み状況

第三次行財政改革
大綱に係る取組状況

推進事項

最小の人員で効率的
な事業を展開するた
め，事業内容に即した
適正な人員で事業の
執行に努められた。

大型テナントの退去
に伴う空室対策とし
て賃料の割引制度や
インキュベーションマ
ネジャーの支援能力
の向上など入居率向
上の対策を講じてお
り，今後とも入居率
の向上に努められた
い。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性

・施設提供事業のほか，産学連携の推進に関する受託事業など実施し平成１４年度に繰
越損失を解消するとともに，１０期連続の黒字決算を経常していることを高く評価してい
る。

・施設提供事業が収入の大半を占めることから入居者の確保のほか，国の競争的資金
の獲得に努めるとともに，施設の維持管理費の削減や事務事業の効率的な予算執行に
引き続き努めていく必要がある。
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から県民のみなさまへ＞
　当社は，産学官連携による研究開発拠点として，またベンチャー企業の創業支援拠点として，地域の活性化を
推進しております。特に，研究開発拠点といたしましては，文部科学省の補助事業「都市エリア産学官連携促進
事業」では，大学や公的研究機関と連携して数多くの研究成果を創出してまいりました。
　インキュベーション事業におきましては，５名のインキュベーションマネージャーを養成し，入居企業をはじめ，
つくばの研究シーズを活用したベンチャー企業に対し，積極的な事業支援を行い，この２年間で２０社のベン
チャー企業が立ち上がり，当施設を卒業してつくば地区で大きく事業展開を図る企業や株式公開を目指す企業
も出てきております。
　また，国の産業クラスター計画や県の知的特区計画に参画し，大学や公的研究機関，さらには地域企業の連
携をコーディネートしております。今後とも，当社に対する地域からの期待に応えるべく地域に根ざした事業を展
開してまいります。

　　 　　　　　                                   平成１８年２月　代表取締役社長　角田　芳夫

＜ 株式会社つくば研究支援センター
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